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証券コード 6597
2025年９月12日

（電子提供措置の開始日2025年9月５日）
株 主 各 位

東京都港区海岸三丁目９番15号
HPCシステムズ株式会社
代表取締役 小 野 鉄 平

第20回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第20回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第20回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

【当社ウェブサイト】
https://ir.hpc.co.jp/meeting/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

【東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記のウェブサイトにアクセスいただき、当社名又は証券コード（6597）を入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択の上、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面により議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、2025年９月26日（金曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し
上げます。

敬 具
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記
１．日 時 2025年９月29日（月曜日）午前10時（受付開始:午前９時30分）
２．場 所 東京都港区高輪三丁目25番23号 京急第2ビル 10階

ＴＫＰ品川カンファレンスセンター（ホール10C・10D）
（末尾の株主総会会場のご案内図をご参照ください。)

３．目的事項
報 告 事 項
１．第20期（自 2024年７月１日 至 2025年６月30日）事業報告及び連結計算書類の

内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第20期（自 2024年７月１日 至 2025年６月30日）計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 当社の取締役等に対する業績連動型株式報酬等の額及び内容決定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

<株主様へのお願い>
・株主総会にご出席される際は、株主総会開催日現在のご自身の健康状態をご考慮の上、ご来
場くださいますようお願い申し上げます。

・株主総会ご出席株主様へのお土産及び株主総会終了後の株主懇親会のご用意はございませ
ん。何卒、ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権の行使は、株主の皆様の大切な権利です。
議決権は、以下の方法によりご行使いただくことができます。
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、ご行使くださいますようお願い申し上げます。
書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インターネットによるものを有効とします。

●株主総会へのご出席による議決権行使
同封の議決権行使書用紙を
ご持参いただき、
会場受付にご提出ください。

当日の議事資料として、本招集ご通知をご持参ください。

株主総会開催日時
2025年９月29日（月）午前10時

●書面（郵送）による議決権行使
同封の議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご記入
いただきご返送ください。
議決権行使書面において、
議案に賛否の表示がない場合は、
賛成の意思表示をされたもの
として取り扱わせていただき
ます。

行使期限
2025年９月26日（金）
午後６時到着分まで

●インターネットによる議決権行使

当社指定の
議決権行使ウェブサイト
にて議案に対する賛否を
ご入力ください。

詳細につきましては、次頁をご参照ください。

行使期限
2025年９月26日（金）
午後６時受付分まで
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株主番号 ○○○○○○○○ 議決権の XX 個

スマートフォン用

ウェブサイト
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）
（
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議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権
行使ウェブサイトにログインすることができます。

1 議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

2 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は 1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC 向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙右片（裏面）
に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力して
ログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

「次へすすむ」をクリック

2 議決権行使書用紙右片（裏面）に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

3 議決権行使書用紙右片（裏面）に記載された
「パスワード」をご入力ください。

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

4 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。
※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

行使期限 2025年９月26日（金曜日）午後 6時受付分まで

（受付時間 平日午前 9時から午後 9時まで）

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル
0120-768-524
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件
当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題として認識し、経営成績及び財政状

態を勘案しながら、配当を実施していく方針としております。
第20期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたく存じます。

１．配当財産の種類
金銭

２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき 金28円
総額 116,193,532円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2025年９月30日
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第２号議案 取締役5名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員（9名）が任期満了となります。
つきましては、執行役員制度を導入することにともない、取締役構成数を4名減員し、取締

役5名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 現在の当社における地位、担当及び重要な兼職の状況

１ 再任
お の てっ ぺい

小 野 鉄 平 代表取締役

２ 再任
しも かわ けん じ

下 川 健 司 取締役管理部長

3 再任 社外
ふる や かず ひこ

古 屋 和 彦 取締役

4 再任 社外
お の もと たか

小 野 元 孝 取締役

5 再任 社外
もり よう こ

森 葉 子 取締役
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

１
小
お
野
の
鉄平
てっぺい

（1974年
１月５日）

株
2000年 8 月 State Street Bank and Trust

Company入行
2006年 5 月 プロサイド株式会社入社
2006年 9 月 当社設立により当社に移籍

当社コーポレート本部長兼CFO
2007年12月 当社代表取締役
2012年11月 当社取締役会長
2012年12月 株式会社アドテック

(現 株式会社AKIBAホールディングス)
代表取締役社長

2015年 9 月 当社代表取締役(現任)

100,000 無

（選任理由）
同氏は、当社の代表取締役に就任以来、豊富な経験を活かしつつ、経
営の中枢において強力なリーダーシップを発揮し、当社の成長に力を
尽くしてきました。今後さらに当社の成長のために重要な役割を果た
すものと判断し、取締役候補者といたしました。

2
下
しも
川
かわ

健司
けん じ

（1967年
10月３日）

株
1991年 4 月 株式会社タダノ入社
2001年 4 月 監査法人トーマツ

(現 有限責任監査法人トーマツ)入所
2009年 1 月 当社入社 コーポレート本部

ゼネラルマネージャー
2018年 9 月 当社取締役管理部長(現任)

25,700 無

（選任理由）
同氏は、長年にわたり管理業務全般に携わり、その経験と知識を活か
し、当社の管理体制整備に貢献してきました。今後さらに当社の成長
のために重要な役割を果たすものと判断し、取締役候補者といたしま
した。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

３
古
ふる
屋
や
和彦
かずひこ

（1953年
４月16日）

株
1977年 4 月 富士写真フイルム株式会社

(現 富士フイルム株式会社)入社
2007年 6 月 同社執行役員R&D統括本部先進

研究所解析技術センター長
2008年 6 月 富士フイルムホールディングス株式

会社執行役員解析基盤技術研究所長
2013年 6 月 同社取締役執行役員R&D統括本部

知的財産本部長
2014年 6 月 同社取締役執行役員知的財産本部長
2018年 9 月 当社取締役(現任）

12,500 無

（選任理由及び期待される役割の概要）
同氏は、富士フイルムホールディングス株式会社において、R&D部門
の取締役として豊富な経験、及び高い見識を有しております。取締役
会の審議においては、経営や技術等に関する重要な事項に関し、これ
らの経験と見識を活かし、積極的な発言・提言をいただいております。
これらのことから、独立社外取締役として、同氏に継続して当社の経
営を監督していただくことが最適と判断し、社外取締役候補者といた
しました。
同氏については、企業経営に関する豊富な経験と理学博士としての学
術的知見に基づき、経営に対する監督と助言及びチェック機能の観点
から社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断いたしま
す。
（独立性に関する事項）
当社は、同氏を株式会社東京証券取引所の規程に定める独立役員とし
て同取引所に届け出ており、同氏が取締役に再任され就任した場合に
は、独立役員の届出を継続いたします。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

４
小
お の もとたか
野 元孝

（1952年
７月27日）

株
1977年４月 株式会社協和銀行

(現 株式会社りそな銀行)入行
2007年６月 アズワン株式会社 常勤監査役
2009年６月 同社取締役
2014年４月 同社常務取締役コーポレート本部長

兼経営企画部長
2019年４月 同社常務取締役経営企画本部長兼

プロジェクトNANA推進室長
2020年６月 井内物流株式会社代表取締役会長、

ニッコー・ハンセン株式会社
代表取締役会長

2020年12月 当社顧問
2022年 9 月 当社取締役（現任）

― 無

（選任理由及び期待される役割の概要）
同氏は、企業経営に関する豊富な経験と実績を有しており、経営全般
に関する幅広い知識と高い見識に加え、当社が求める社外取締役とし
ての高い倫理観、独立性、多様性への理解及び公平性などの人格的要
素や、財務を始めとした管理業務、及び株主や投資家との円滑な関係
構築における専門的知見を備えております。又、取締役会においては
客観的な視点での助言、支援及び業務執行に関する適切な監督等、十
分な職責を果たしていただけることが期待できるため、社外取締役候
補者といたしました。同氏については、経営に対する監督と助言及び
チェック機能の観点から社外取締役としての職務を適切に遂行できる
ものと判断いたします。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

５
森
もり

葉子
よう こ

（1968年
11月２日）

株
1991年８月 日本マクドナルド株式会社入社
2012年７月 株式会社レックス・ホールディングス

(現 株式会社レインズインターナショナル)入社 人事部長
2016年７月 株式会社コロワイド入社

執行役員人事管理本部長
2017年６月 同社取締役
2019年６月 ブックオフコーポレーション株式会社

取締役（2025年8月退任）
2019年12月 同社コンプライアンス委員長、同社リ

スク管理委員（2025年8月退任）
2020年４月 ブックオフグループホールディングス

株式会社執行役員
2020年６月 同社取締役（2025年8月退任）
2021年９月 同社労務室管掌（2025年8月退任）、

同社ブランドコミュニケーション室管掌（2025年8月退任）
2021年９月 ビーアシスト株式会社代表取締役社長

（2025年8月退任）
2022年 9 月 当社取締役（現任）
2023年 6 月 ブックオフコーポレーション株式会社

人事企画室管掌（2025年8月退任）

― 無

（選任理由及び期待される役割の概要）
同氏は、企業経営に関する豊富な実績、人事労務を始め人財活用や人
財育成全般に関する幅広い知識と見識、及び広報・SDGsに関する豊富
な経験と見識を有しており、特に当社の人財活用や人財育成に対して、
持続可能な人財グランドデザインの促進、及び働き方改革や女性の活
躍促進に関する専門的知見から助言や意見をいただけることが期待で
きるため、社外取締役候補者といたしました。同氏については、経営
に対する監督と助言及びチェック機能の観点から社外取締役としての
職務を適切に遂行できるものと判断いたします。
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（注）１．取締役候補者のうち、古屋和彦氏、小野元孝氏及び森葉子氏は、社外取締役候補者で
あります。

２．古屋和彦氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって７年と
なります。小野元孝氏及び森葉子氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会の
終結の時をもって３年となります。

３．当社と古屋和彦氏、小野元孝氏及び森葉子氏との間に会社法第427条第１項の規定に
基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契
約に基づく賠償責任限度額は、金30万円以上であらかじめ定めた額と法令の定める
最低責任限度額とのいずれか高い額であります。各候補者の再任が承認された場合
は、各氏との間で当該契約を継続する予定でおります。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と
の間で締結しております。被保険者である取締役がその職務の執行に関し、責任を負
うこと、又は当該責任の追及を受けることによって生ずることのある損害を当該保険
契約により補填することとしております。各候補者が選任された場合、当該保険契約
の被保険者に含められることとなります。任期中に当該保険契約について同内容で更
新する予定であります。
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（ご参考）取締役の専門性と経験（スキル・マトリックス）
取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため、事業経営に関わるそれぞれの分野につい

て、社内外を問わず十分な知識と経験を有する人材で構成するものとします。
第２号議案が承認可決された場合、当社の取締役会は以下のスキルを有するメンバーにより構成

されることになります。

氏 名 地 位 企業経営 財務・
会計 法務

コンプラ
イアンス
リスクマネ
ジメント

人財開発
営業・
マーケテ
ィング

テクノロ
ジー

グローバル
ビジネス ESG

小 野 鉄 平 代表取締役 ○ ○ ○ ○

下 川 健 司 取 締 役 ○ ○ ○

古 屋 和 彦 社外取締役 ○ ○ ○

小 野 元 孝 社外取締役 ○ ○ ○

森 葉 子 社外取締役 ○ ○ ○

※上記の一覧表は、各人の有する全ての知見や経験を表すものではありません。
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第３号議案 当社の取締役等に対する業績連動型株式報酬等の額及び内容決定
の件

１．提案の理由及び当該報酬等を相当とする理由
当社の取締役（社外取締役を除きます。）及び執行役員（委任型）（国内非居住者を除きま

す。以下、「取締役等」といいます。）を対象とした新たな業績連動型株式報酬制度（以下、
「本制度」といいます。）を導入することにつき、ご承認をお願いするものであります。なお、
本制度の詳細につきましては、下記２．の枠内で、当社取締役会に一任いただきたく存じま
す。
本制度の導入は、取締役等の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性を明確にし、取締役

等が株価上昇によるメリットを享受するのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有
することで、中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的としており
ます。かかる目的に照らし、当社の取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方
針とも合致しており、導入は相当であると考えております。
本議案は、2019年7月10日開催の臨時株主総会においてご承認いただきました取締役の報

酬等の額（年額200百万円以内。）とは別枠で、当社の取締役に対して株式報酬を支給するも
のであります。
本制度の対象となる取締役等の員数は、第2号議案「取締役５名選任の件」が原案どおり承

認可決されますと、２名となります。なお、上記のとおり、本制度は執行役員（委任型）も対
象にしておりますが、現時点においては該当者はございません。

２．本制度における報酬等の額及び内容等
（１）本制度の概要

本制度は、取締役等の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以
下、「本信託」といい、本信託の設定のため、株式会社りそな銀行と締結する信託契約を
「本信託契約」といいます。）が当社株式を取得し、当社取締役会で定める株式給付規程（以
下、「株式給付規程」といいます。）に基づいて、取締役等に付与するポイントの数に相当す
る数の当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）を、
本信託を通じて、取締役等に給付する株式報酬制度です。
なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役、執行役員その他

の当社取締役会が定める地位のいずれでもなくなる時とします（詳細については下記（８）
のとおりとします。）。
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（２）本制度の対象者
取締役等とします。

（３）本制度の対象期間
2026年6月末日で終了する事業年度から2030年6月末日で終了する５事業年度（以下、

「当初対象期間」といいます。）及び当初対象期間の経過後に開始する３事業年度(取締役会
で別途の期間を決議した場合には当該期間）ごとの期間（以下、当初対象期間と併せてそれ
ぞれの期間を「対象期間」といいます。）とします。

（４）信託期間
2025年11月（予定）から本信託が終了するまでとします。（特定の終了期日は定めず、

本制度が継続する限り本信託は継続するものといたします。）
なお、本制度は、当社株式の上場廃止、株式給付規程の廃止等により終了するものとしま

す。

（５）本信託に株式取得資金として拠出する信託金の上限
本総会で、本制度の導入をご承認いただくことを条件として、当社は、当初対象期間に対

応する本制度に基づく取締役等への当社株式等の給付を行うための当社株式の取得資金とし
て、１事業年度あたり30百万円に対象期間に含まれる事業年度の数を乗じた金額（当初対
象期間である5事業年度については150百万円を上限とする金銭を拠出いたします（注）。な
お、当社は、当初対象期間中、当初の拠出金額を含む拠出金額の合計が上述の金額となる範
囲内で株式の取得資金を追加して信託することができるものとします。
また、当初対象期間経過後も、本制度が終了するまでの間、当社は、対象期間ごとに、1

事業年度あたり30百万円に対象期間に含まれる事業年度の数を乗じた金額（対象期間であ
る3事業年度については90百万円を上限として本信託に追加拠出を行うこととします。ただ
し、かかる追加拠出を行う場合において、当該追加拠出を行おうとする対象期間の直前の対
象期間の末日に信託財産内に残存する当社株式（当該対象期間の前までの各対象期間（当初
対象期間を含む）において取締役等に付与されたポイント数に相当する当社株式で、取締役
等に対する給付未了のものを除く。）及び金銭（以下、併せて「残存株式等」といいます。）
があるときは、当該残存株式等の額と追加拠出される信託金の合計額は、上述の金額の範囲
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内とします。

(注) 当社が実際に本信託に信託する金銭は、上記の当社株式の取得資金のほか、信託報酬、
信託管理人報酬等の必要費用の見込額を合せた金額となります。

（６）取締役等に付与する当社株式の算定方法及び上限
当社は、取締役等に対し、各対象期間中、株式給付規程に基づき役位及び業績達成度に応

じて算出されたポイントを付与します。当初対象期間に付与するポイント数の合計は、1事
業年度あたり10,000ポイントに対象期間に含まれる事業年度の数を乗じたポイント数（当
初対象期間である5事業年度については50,000ポイント）を上限とします。
また、当初対象期間経過後の各対象期間につきましても1事業年度あたり10,000ポイン

トに対象期間に含まれる事業年度の数を乗じたポイント数（当初対象期間である3事業年度
については30,000ポイント）を上限とします。
なお、付与されたポイントは、取締役等に対する当社株式の給付に際し、1ポイント当た

り当社株式1株に換算されます（1ポイント未満の端数は切り捨てることとします。）。ただ
し、本総会において本制度をご承認いただいた後において、当社株式について、株式分割、
株式無償割当て又は株式併合等が行われた場合には、当社は、その比率等に応じて、1ポイ
ント当たりの当社株式の換算比率について合理的な調整を行います。

（７）本信託による当社株式の取得方法及び取得株数の上限
本信託による当社株式の取得は、上記（５）の本信託へ拠出する金銭の額の上限及び（6）

の取締役等に付与する株式（ポイント）の数の上限の範囲以内で、株式市場又は当社の自己
株式処分を引き受ける方法を通じて行います。取得方法の詳細については、本総会後に改め
て当社にて決定し、開示いたします。
なお、当初対象期間につきましては、本信託設定後遅滞なく、50,000株を上限として取

得するものとします。
また、当初対象期間経過後の各対象期間につきましては、30,000株を上限として取得する
ものとします。
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（８）取締役等に対する当社株式等の給付
原則として、取締役等が退任等し、株式給付規程に定める受益者要件を満たした場合に

は、株式給付規程に定める受益者確定手続きを行うことにより、それまでに付与されたポイ
ント数に応じた当社株式を給付します。
ただし、そのうち一定割合については、納税資金確保の観点から、当社株式の給付に代え

て、当社株式の時価相当額の金銭を給付します。また、取締役等が死亡又は海外赴任等によ
り国内非居住者となることが決定した等の場合には、全てを当社株式の給付に代えて、当社
株式の時価相当額の金銭を給付します。なお、金銭給付を行うために、本信託により当社株
式を売却する場合があります。

（９）本信託内の当社株式に関する議決権行使
本信託内にある当社株式（すなわち、上記（８）により取締役等に給付される前の当社株

式）に係る議決権については、経営への中立性を確保するため、信託期間中、一律不行使と
します。

（10）本信託内の当社株式に係る配当の取扱い
本信託内の当社株式に係る配当金は、本信託が受領し、当社株式の取得資金や本信託に係

る信託報酬等に充当されます。

（11）信託期間終了時の取扱い
本信託終了時における本信託の残余財産のうち、当社株式については、全て当社が無償で

取得した上で、取締役会決議により消却することを予定しています。また、本信託終了時に
おける本信託の残余財産のうち、金銭については、その時点で在任する取締役等に対し、
各々の累積ポイントの数に応じて、按分して給付する、又は、取締役等と利害関係のない公
益法人に寄付することを予定しています。

（12）その他の本制度の内容
本制度に関するその他の内容については、本信託の設定、本信託契約の変更及び本信託へ

の追加拠出の都度、取締役会において定めます。

以 上
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事 業 報 告
（自

至
2024
2025

年
年
７
６
月
月
１
30
日
日）

１．企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の拡大
もあり景気の緩やかな回復の動きがみられたものの、食料品など物価上昇が個人消費の重し
となりました。海外経済においては、地政学リスクの高まりや中国経済の減速の他、米国通
商政策の不確実性によるグローバル経済の減速懸念など、先行き不透明な状況が続いており
ます。
当社グループが属するコンピューティング業界においては、人工知能（AI）技術の進展に

よりデジタルトランスフォーメーション（DX）が加速し、少子高齢化など様々な社会課題
を解決すべく、コンピューティング技術のより一層の活用が求められております。科学技術
計算など研究分野で活用されている他、様々な産業用途で活用されており、引き続き市場規
模の拡大が見込まれております。
このような環境において当社グループは、「スーパーコンピュータからエッジコンピュー

タ」まで網羅するコンピューティングソリューションを提供することで、顧客の様々な要望
に応えるべく最適なシステムをワンストップで提供できる体制を構築しております。事業部
間で異なるコンピューティング分野の連携強化に努め、差別化を図り、競争優位性の向上に
取り組んでおります。
当社グループが重視している人財面については、人的資本に関する基本的な考え方として

「人財グランドデザイン」を策定し、戦略的に技術系人財の充実に努め、多様な技術系人財
を集結し、高度化する顧客の課題や要望に対する製品・サービスを提供する体制を構築して
おります。強みである大学公官庁や民間企業など幅広い顧客基盤に対して、高付加価値の製
品・サービスを提供することで、さらなる収益力強化を図っております。又、グローバル戦
略として海外向けソフトウエアライセンスビジネスの強化に取り組み、国内市場中心のビジ
ネスモデルから海外事業の基盤強化を進めております。一方、円安進行による輸入コストの
上昇、米国通商政策の不確実性の高まりによる電子部品のサプライチェーン混乱懸念などマ
イナスの外部要因はありますが、「人とコンピューティングの力で世界平和に貢献する」と
いう経営理念のもと、新たに「中期経営計画 Vision2027」を策定し企業価値の向上に取り
組んでおります。
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以上の結果、当連結会計年度の売上高は7,064,432千円（前年同期比1.7％増）、営業利益
636,243千円（前年同期比49.4％増）、経常利益644,129千円（前年同期比51.2％増）、親
会社株主に帰属する当期純利益423,852千円（前年同期比41.7％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（HPC事業）
大学等公的研究機関向けは堅調に推移したものの、民間企業向けが低調に推移し、前年に

あったベトナム現地法人による大型案件の反動減もあり、売上高は前年同期比で減少しまし
た。円安による輸入コストは増加傾向にあるものの、案件毎に採算管理を徹底し、一定の利
益率を確保することで採算が改善しました。人財採用が一服したこと、及び営業経費等販売
管理費の抑制に努めたことで、セグメント利益は前年同期比で増加となりました。
以上の結果、HPC事業の売上高は4,568,789千円（前年同期比3.4％減）、セグメント利

益は459,636千円（前年同期比33.1％増）となりました。

（CTO事業）
継続顧客向け、新規顧客向けともに好調に推移したことで、売上高は前年同期比で増加と

なりました。一部の継続顧客においてコスト削減要求により採算悪化したものの、その他の
顧客向けで利益確保に努めたことで、利益率は若干改善しました。売上増加と営業経費の抑
制に努め販売管理費が前年同期に対して減少したこともあり、セグメント利益は前年同期比
で増加となりました。
以上の結果、CTO事業の売上高は2,495,643千円（前年同期比12.5％増）、セグメント利

益は176,606千円（前年同期比118.7％増）となりました。

（２）設備投資の状況
当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、47,720千円であり、その主なものは、
本社のベンチマーク取得用サーバの購入等であります。

（３）資金調達の状況
該当事項はありません。
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（４）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

（単位：千円）

区 分 第17期
（2022年６月期)

第18期
（2023年６月期)

第19期
（2024年６月期)

第20期
（当連結会計年度）
（2025年６月期）

売 上 高 ― ― 6,945,329 7,064,432
経 常 利 益 ― ― 426,132 644,129
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 ― ― 299,043 423,852

１株当たり当期純利益 ― ― 69円66銭 101円59銭
総 資 産 ― ― 4,765,215 4,524,219
純 資 産 ― ― 2,487,830 2,604,223
１株当たり純資産額 ― ― 579円30銭 627円56銭

② 当社の財産及び損益の状況
（単位：千円）

区 分 第17期
（2022年６月期)

第18期
（2023年６月期)

第19期
（2024年６月期)

第20期
（当 事 業 年 度）
（2025年６月期）

売 上 高 6,021,885 8,854,176 6,932,107 7,064,144
経 常 利 益 630,419 275,308 380,492 675,913
当 期 純 利 益 432,947 183,746 259,593 455,636
１株当たり当期純利益 102円92銭 42円93銭 60円47銭 109円21銭
総 資 産 4,569,162 7,878,135 4,724,297 4,522,546
純 資 産 2,218,981 2,305,274 2,457,973 2,607,314
１株当たり純資産額 523円81銭 537円10銭 572円34銭 628円30銭
（注）１．当社では、第19期より連結計算書類を作成しております。

２．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数により、１株当たり純資産額は期末発行済株式数によ
り算出しております。なお、期末発行済株式数は、自己株式を控除しております。
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（５）対処すべき課題
① 成長分野への対応
最新のICT（情報通信技術）分野では、AIや機械学習の本格導入が始まり、関連市場が成

長期に移行しつつあると考えております。当社グループがHPC事業にて推進している計算科
学分野でも、AI技術を活用した研究開発活動が様々な課題解決に向けて広がりを見せるとと
もに活発化しています。
このように当社グループは、最先端のコンピューティング技術を活用したサービス展開を

追求しています。そのために、AI、エッジコンピューティングといった最先端のコンピュー
ティングにまつわる技術を関連技術とともに常に捕捉し、新しい技術を研究・獲得し、社内
共有することで新たなサービスの開発へと結び付けていく必要があり、成長分野における新
しい商機への対応を図っていく方針であります。

② 優秀な人財の確保
継続的な成長の原資である人財は、当社グループにとって、最も重要な経営資源と認識し

ております。当社グループの技術開発力やサービス企画力及び販売力を維持し、継続的に発
展、強化していくために、優秀な社員を継続的に雇用し、その成長の機会を提供し、かつ事
業規模を拡大させていくための人財を獲得する方針であります。

③ 従業員の意欲、能力の向上
当社グループは、従業員に対し目標管理制度を導入しております。目標の設定など査定方

法を明確化し、従業員の評価の適正化を図るとともに、急速なIT技術の進歩に合わせて、こ
の変革のスピードに対応できるような人財を育成していく体制を整えることも急務であると
考えております。今後はそれらを見据え、従業員一人一人への適正な評価、研修の実施や各
種資格取得の推奨・補助を行うことを通じて、能力の向上を図っていく方針であります。

④ 内部管理体制、コーポレート・ガバナンスの充実
当社グループでは継続的な成長を実現していくために、事業規模に応じた内部管理体制の

充実が不可欠であると認識しております。金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制
の評価へ対応すべく、業務の適正性や効率性、財務報告の信頼性の確保に努める必要があり
ます。
今後も事業規模の拡大に合わせ管理部門の一層の強化による内部管理体制の整備を図ると

ともに、会議体及び職務権限の見直しや各種委員会の設置など、コーポレート・ガバナンス
の充実に取り組む方針であります。
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⑤ 認知度の向上
当社グループは、これまで自社WEBサイトの運営、学会、展示会への出展等を通じて顧

客を獲得してまいりました。提供するサービスを顧客企業へ拡販し、当社グループの成長を
実現するためには、当社グループ及び提供するサービスの認知度の向上も必要であると考え
ております。今後も、費用対効果を見極めながら従前のインターネット、展示会に加えてマ
スメディア等を活用し、さらなる認知度の向上に努めてまいります。

（６）主要な事業内容（2025年６月30日現在）
専門的な知見を求められる科学技術計算用コンピュータ事業（HPC事業）と安定的で信頼

性の高い製品供給を求められる産業用コンピュータ事業（CTO事業）の２つの事業を展開
しております。

① HPC事業
HPC事業は、科学技術計算用コンピュータに関連するソリューションの提供を行っており

ます。計算科学の手法を用いて「理論化学」の問題を取り扱う「計算化学」という分野に強
みを持っており、中でもライフサイエンス（生命科学）とマテリアルサイエンス（材料科
学）分野を重点事業領域と位置づけ、コンピュータ上で高精度に計算した材料データベース
やAIなどを活用して材料開発を行うマテリアルズ・インフォマティクスのアプリケーション
開発に力を入れております。

② CTO事業
CTO事業は、顧客企業の注文仕様に応じた産業用コンピュータの開発、製造及び販売を

行っております。当社の産業用コンピュータは、組込コンピュータ（エンベデッド・コンピ
ュータ）として、各種製造装置や工作機械、計測装置や検査装置の他、インフラシステムに
おける監視制御、医療機器、デジタルサイネージなどに搭載され、様々な産業分野において
活用されております。製造は国内工場で行っており、顧客メーカーごとの要望に沿った製造
体制を構築し、顧客への長期継続供給を実現しております。
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（７）主要な営業所及び工場（2025年６月30日現在）
名 称 所 在 地

本 社 東京都港区海岸三丁目９番15号
工 場 千葉県匝瑳市
西日本営業所 京都府京都市
名古屋営業所 愛知県名古屋市
先端技術開発センター 東京都港区
台 湾 支 店 中華民国 新北市

（８）従業員の状況（2025年６月30日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減
123名 4名減

② 当社の従業員の状況
従業員数 前 期 末 比 増 減 平均年齢 平均勤続年数
120名 4名減 44.6歳 8.7年

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含
む。）は、最近１年間の平均で９名（外数）であります。

（９）主要な借入先及び借入額（2025年６月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 250,000千円
株 式 会 社 り そ な 銀 行 206,250千円
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（10）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

② 子会社の状況
会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

Intelligent Integration Company
Limited

200千
米ドル 100％ システム販売事業ほか

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、2025年８月28日開催の取締役会において、意思決定の迅速化と業務執行機能

強化により、経営の効率化を図るため、取締役会をスリム化し新たに執行役員制度を導入
する旨の決議をしております。
執行役員制度の導入日 2025年9月30日
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２．株式に関する事項
会社の株式に関する事項（2025年６月30日現在）
（１）発行可能株式総数 16,160,000株
（２）発行済株式総数 4,367,000株
（３）株主数 5,903名
（４）大株主の状況（上位10名）

株 主 名
当社への出資状況

持株数（株） 持株比率（％）
菱洋エレクトロ株式会社 304,800 7.3
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（退職給付信託口・菱洋エレクトロ株式会社口） 290,900 7.0

ナラサキ産業株式会社 279,000 6.7
FUBON SECURITIES CO., LTD. CLIENT 30 267,900 6.5
アズワン株式会社 145,800 3.5
JP JPMSE LUX RE UBS AG LONDON BRANCH
EQ CO 113,500 2.7

小野 鉄平 100,000 2.4
野村證券株式会社 73,447 1.8
堤 聖吾 61,500 1.5
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 61,300 1.5

（注）1．「日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・菱洋エレクトロ株式会社
口）」名義の株式290,900株は、菱洋エレクトロ株式会社が保有する当社株式を退職給付
信託として信託設定したものであり、議決権については菱洋エレクトロ株式会社が指図
権を留保しております。

2．当社は、自己株式217,231株を所有しておりますが、上記大株主から除いております。
3．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（５）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
該当事項はありません。

（６）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権に関する事項（2025年６月30日現在）
（１）当事業年度末に当社役員が保有している新株予約権等の状況

2019年１月23日開催の取締役会決議による新株予約権
イ 新株予約権の払込金額 払込を要しない
ロ 新株予約権の行使価額 １個につき257,000円
ハ 新株予約権の行使条件
（ａ） 新株予約権者は、その行使時において、当社の取締役、監査役、従業員であるこ

とを要するものとする。但し、定年退職、社命による他社への転籍、その他当社
が認める正当な理由がある場合は、この限りではないものとする。

（ｂ） 新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続による承継は認めず、相続人
は本新株予約権を行使できないものとする。

（ｃ） 新株予約権者の新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間（１月１日から12
月31日まで）の合計額は、1,200万円を超えてはならない。

（ｄ） 新株予約権者は、次の各号の一に該当することとなった場合、未行使分の新株予
約権を行使することはできなくなるものとする。

（イ）当社の株主総会決議による解任、懲戒処分による解雇又は自己都合による辞
任・退職の場合

（ロ）禁固以上の刑に処せられた場合
（ハ）差押、仮差押、保全差押、仮処分の申立もしくは滞納処分を受けた場合

ニ 新株予約権の行使期間 2021年１月24日〜2028年12月25日
ホ 当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の
種類及び数 保有者数

取締役
（社外取締役を除く） 3個 普通株式

1,500株 1名
（注）取締役が保有している新株予約権の1,500株は、使用人として在籍中に付与されたものです。

（２）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。

（３）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の氏名等（2025年６月30日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役 小 野 鉄 平
取 締 役 長谷川 真 樹 HPC事業部長
取 締 役 齋 藤 正 保 HPC事業部 営業統括
取 締 役 下 川 健 司 管理部長
取 締 役 新 井 一 善 CTO事業部 営業統括
取 締 役 末 松 孝 規 CTO事業部長
取 締 役 古 屋 和 彦
取 締 役 小 野 元 孝

取 締 役 森 葉 子
ブックオフグループホールディングス株式会社 取締役
ブックオフコーポレーション株式会社 取締役
ビーアシスト株式会社 代表取締役社長

常勤監査役 安 部 大 助
監 査 役 和 氣 隆 和氣隆税理士事務所 所長
監 査 役 一 柳 宣 男

（注）１．取締役古屋和彦氏、小野元孝氏及び森葉子氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役和氣隆氏及び一柳宣男氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．監査役和氣隆氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

ります。
４．当社は取締役古屋和彦氏、監査役和氣隆氏、一柳宣男氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。

（２）責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく賠償責任限度額は、金30万円以上であらかじめ定めた額と法令の定め

る最低責任限度額とのいずれか高い額であります。

（３）補償契約の内容の概要
該当事項はありません。
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（４）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の取締役と監査役で
あり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により、会社訴訟、第三者訴
訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟費用及び損害賠償等を補
填されることになります。
但し、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者による犯

罪行為等に起因する損害等については、補填の対象としないこととしております。

（５）取締役及び監査役の報酬等の額
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
取締役（社外取締役を除く）の報酬は、固定報酬と業績連動報酬である役員賞与、及び株

式報酬から構成されております。社外取締役の報酬は、独立的かつ客観的な立場から経営を
監督することをその役割とすることから固定報酬のみとしております。
取締役の固定報酬は、職責やその責任範囲に応じて決定しております。業績連動報酬であ

る役員賞与は、業績向上に対する意識を高めるため、業績指標等を反映した金銭報酬とし、
売上高・営業利益計画に対する達成率、前年実績に対する成長率及び取締役個人の課題達成
に対する評価に応じて決定しております。株式報酬は、株価上昇及び企業価値向上への貢献
意欲を高めることを目的としており、当社の業績、株価、及び取締役の職責、貢献度等に応
じて、付与の有無、付与する株式の個数を決定しております。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役及び監査役の報酬限度額については、2019年７月10日開催の臨時株主総会におい

て、取締役は年額200,000千円以内、監査役は年額20,000千円以内と決議しております。
なお、当該臨時株主総会終結時点の取締役及び監査役の員数は、取締役7名、監査役3名

となっております。
又、当該報酬枠とは別枠で、2021年９月29日開催の第16回定時株主総会において、当

社の取締役（社外取締役を除く）を対象に、譲渡制限付株式の割当てとして年額100百万円
以内、株式数の上限を年15,000株以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の
取締役（社外取締役を除く）の員数は6名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役の報酬等の決定は、報酬決定の透明性、客観性を確保するため、株主総会で決議さ

れた取締役報酬額の範囲内で、取締役会から諮問を受けた独立社外取締役を委員長とする任
意の機関である報酬委員会の答申結果を基に、取締役会決議により決定しております。
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④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の
総額(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象とな
る役員の
員数基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役
(うち社外取締役)

122,400
(23,280)

113,400
(23,280)

9,000
(―)

―
（―)

9名
(3名)

監査役
(うち社外監査役)

17,208
(7,200)

17,208
(7,200) ― ― ３名

(2名)
（注）業績連動報酬等として取締役（社外取締役を除く）に対して賞与を支給しております。

業績連動報酬等の額の算定の基礎として選定した業績指標の内容は、売上高・営業利益計画に対する
達成率、前年実績に対する成長率であり、それに取締役個人の課題達成に対する評価を考慮して決定
しております。当該業績指標を選定した理由は、当社は事業拡大、企業価値向上を目指し、売上高成
長率、営業利益成長率を目標とする経営指標として位置づけていることによるものであります。
なお、当事業年度を含む売上高・営業利益の推移は、下記のとおりであります。当社では、第19期よ
り連結計算書類を作成しているため、業績指標としては下記を使用しております。

（単位：千円）

区 分 第17期
（2022年６月期）

第18期
（2023年６月期）

第19期
（2024年６月期）

第20期
（当事業年度）
（2025年６月期）

売 上 高 6,021,885 8,854,176 6,932,107 7,064,144
営業利益 653,317 258,670 380,729 669,198

（６）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
取締役森葉子氏は、ブックオフグループホールディングス株式会社及びブックオフコーポ

レーション株式会社の取締役、ビーアシスト株式会社の代表取締役社長でありますが、当社
との間には特別な関係はありません。
監査役和氣隆氏は、和氣隆税理士事務所の所長でありますが、当社との間には特別な関係

はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

社外取締役 古 屋 和 彦

当事業年度に開催された取締役会の全てに出席し、企業経営に
関する豊富な経験と理学博士としての学術的知見に基づき、当
社の経営に対して適宜発言を行っております。
報酬委員会の委員長として議事運営を行い、取締役等の報酬に
ついて審議し、答申案をとりまとめるなど重要な役割を果たし
ております。

社外取締役 小 野 元 孝

当事業年度に開催された取締役会の全てに出席し、企業経営に
関する豊富な経験と財務における幅広い知見に基づき、取締役
会において、意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行っております。又、株主や投資家との円滑な関係構築に関
して重要な役割を果たしております。

社外取締役 森 葉 子

当事業年度に開催された取締役会には、19回中18回出席し、
企業経営に関する豊富な経験と人事労務やSDGsにおける幅広
い知見に基づき、取締役会において、多角的な視点で適宜発言
を行っております。当社の働き方改革や女性の活躍促進に関し
専門的知見から重要な役割を果たしております。

社外監査役 和 氣 隆

当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の全てに出席
し、主に税理士としての専門的見地から、会計・税務に関して
適宜発言を行っております。
報酬委員会の委員を務め、取締役等の報酬について審議し、取
締役会に答申するにあたり重要な役割を果たしております。
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区 分 氏 名 主な活動状況

社外監査役 一 柳 宣 男

当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の全てに出席
し、企業経営に関する豊富な経験と幅広い知見を活かし、適宜
発言を行っております。
報酬委員会の委員を務め、取締役等の報酬について審議し、取
締役会に答申するにあたり重要な役割を果たしております。

③ 当社の報酬等の額及び当社の親会社等又は当社親会社等の子会社等から当事業年度の役員
として受けた報酬等の額
当社の報酬等の額については、（５）④取締役及び監査役の報酬等の総額等に記載のとお

りであります。また、当社の親会社等又は当社親会社等の子会社等から当事業年度の役員と
して受けた報酬等の額はございません。

（７）その他会社役員に関する重要な事項
該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称 太陽有限責任監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 24,000千円
② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24,000千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分でき
ませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額
を記載しております。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」
を踏まえ、監査計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画
と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報
酬につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

（３）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。

（５）会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
当社の会計監査人は、2023年12月26日付で、金融庁から契約の新規の締結に関する業

務の停止３ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日）の処分を受けました。
当社は、会計監査人の再発防止に向けた改善への取り組み及び当社に対する会計監査業務

は適正かつ厳格に遂行されていることを評価し、会計監査人による監査を継続することにい
たしました。
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６．会社の支配に関する基本方針に関する事項
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につい

ては、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年６月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 4,170,900 流 動 負 債 1,638,745
現 金 及 び 預 金 2,082,421 支 払 手 形 433
売 掛 金 1,087,153 買 掛 金 452,755
電 子 記 録 債 権 80,594 一年内返済予定の長期借入金 244,432
製 品 24,750 未 払 金 77,183
仕 掛 品 166,636 未 払 費 用 41,075
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 584,511 未 払 法 人 税 等 170,519
前 渡 金 72,679 前 受 金 271,369
前 払 費 用 53,267 預 り 金 11,201
そ の 他 18,885 賞 与 引 当 金 132,777

固 定 資 産 353,318 役 員 賞 与 引 当 金 15,750
有形固定資産 118,277 製 品 保 証 引 当 金 50,599
建 物 42,877 そ の 他 170,647
機 械 及 び 装 置 50,716 固 定 負 債 281,250
車 両 運 搬 具 274 長 期 借 入 金 281,250
工 具、 器 具 及 び 備 品 9,710 負 債 合 計 1,919,995
土 地 14,698 （純 資 産 の 部）
無形固定資産 24,336 株 主 資 本 2,602,956
ソ フ ト ウ エ ア 24,336 資 本 金 230,677
投資その他の資産 210,703 資 本 剰 余 金 349,796
投 資 有 価 証 券 51,200 利 益 剰 余 金 2,388,380
出 資 金 10 自 己 株 式 △365,898
長 期 前 払 費 用 2,310 その他の包括利益累計額 1,266
繰 延 税 金 資 産 126,559 為 替 換 算 調 整 勘 定 1,266
そ の 他 30,624 純 資 産 合 計 2,604,223
資 産 合 計 4,524,219 負 債 及 び 純 資 産 合 計 4,524,219
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連 結 損 益 計 算 書
（自 2024年７月１日 至 2025年６月30日）

（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 7,064,432
売 上 原 価 4,961,325
売 上 総 利 益 2,103,107
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,466,864
営 業 利 益 636,243
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,146
為 替 差 益 9,764
保 険 配 当 金 557
確 定 拠 出 年 金 返 還 金 971
キ ャ ッ シ ュ バ ッ ク 収 入 1,020
そ の 他 1,021 17,481

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,741
支 払 手 数 料 845
そ の 他 8 9,595

経 常 利 益 644,129
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 759 759
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 ０ 0
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 644,889

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 227,386
法 人 税 等 調 整 額 △6,349

当 期 純 利 益 423,852
親会社株主に帰属する当期純利益 423,852
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貸 借 対 照 表
（2025年６月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 4,148,988 流 動 負 債 1,633,982
現 金 及 び 預 金 2,062,014 支 払 手 形 433
売 掛 金 1,087,153 買 掛 金 452,465
電 子 記 録 債 権 80,594 一年内返済予定の長期借入金 244,432
製 品 24,750 未 払 金 77,739
仕 掛 品 166,881 未 払 費 用 40,983
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 584,511 未 払 法 人 税 等 170,519
前 渡 金 72,679 前 受 金 269,363
前 払 費 用 52,712 預 り 金 9,258
そ の 他 17,689 賞 与 引 当 金 132,777

固 定 資 産 373,558 役 員 賞 与 引 当 金 15,750
有形固定資産 117,340 製 品 保 証 引 当 金 50,599
建 物 42,877 そ の 他 169,660
機 械 及 び 装 置 50,716 固 定 負 債 281,250
車 両 運 搬 具 274 長 期 借 入 金 281,250
工 具、 器 具 及 び 備 品 8,773 負 債 合 計 1,915,232
土 地 14,698 （純 資 産 の 部）
無形固定資産 24,336 株 主 資 本 2,607,314
ソ フ ト ウ エ ア 24,336 資 本 金 230,677
投資その他の資産 231,880 資 本 剰 余 金 349,796
投 資 有 価 証 券 51,200 資 本 準 備 金 227,677
関 係 会 社 株 式 21,540 そ の 他 資 本 剰 余 金 122,119
出 資 金 10 そ の 他 資 本 剰 余 金 101,000
長 期 前 払 費 用 2,310 自 己 株 式 処 分 差 益 21,119
繰 延 税 金 資 産 126,559 利 益 剰 余 金 2,392,737
そ の 他 30,261 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,392,737

繰 越 利 益 剰 余 金 2,392,737
自 己 株 式 △365,898
純 資 産 合 計 2,607,314

資 産 合 計 4,522,546 負 債 及 び 純 資 産 合 計 4,522,546
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損 益 計 算 書
（自 2024年７月１日 至 2025年６月30日）

（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 7,064,144
売 上 原 価 4,961,318
売 上 総 利 益 2,102,826
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,433,627
営 業 利 益 669,198
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,142
為 替 差 益 8,605
保 険 配 当 金 557
確 定 拠 出 年 金 返 還 金 971
キ ャ ッ シ ュ バ ッ ク 収 入 1,020
そ の 他 1,006 16,301

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,741
支 払 手 数 料 845
そ の 他 0 9,587

経 常 利 益 675,913
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 759 759
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0 0
税 引 前 当 期 純 利 益 676,673

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 227,386
法 人 税 等 調 整 額 △6,349 221,036

当 期 純 利 益 455,636
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年８月26日
HPCシステムズ株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本間 洋一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尾形 隆紀

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、HPCシステムズ株式会社の2024年７月１日から

2025年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、HPCシステムズ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2025年８月26日
HPCシステムズ株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本間 洋一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尾形 隆紀

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、HPCシステムズ株式会社の2024年７月１

日から2025年６月30日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監査報告書

当監査役会は、2024年７月１日から2025年６月30日までの第20期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２． 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年８月2７日

HPCシステムズ株式会社 監査役会

常勤監査役 安 部 大 助 ㊞

社外監査役 和 氣 隆 ㊞

社外監査役 一 柳 宣 男 ㊞

以 上
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品川

品川センター
ビルディング

TKP品川
カンファレンスセンター

品川税務署

品川プリンス

ウィング高輪
WEST

高輪口

再開発地域

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図

●会 場 東京都港区高輪三丁目25番23号 京急第2ビル 10階
ＴＫＰ品川カンファレンスセンター(ホール10Ｃ・10D)

●交 通 山手線／横須賀線／京浜東北線／東海道本線 JR品川駅 高輪口（徒歩３分）
京急本線 品川駅 高輪口（徒歩４分）
※ 駐車場の用意はいたしておりませんので、お車での来場はご遠慮ください
ますようお願い申し上げます。

※ 株主総会におけるお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいま
すようお願い申し上げます。
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書面交付請求省略事項

事業報告
業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための体制の運用状況

連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
連結注記表

計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表

（2024年７月１日から2025年６月30日まで）

HPCシステムズ株式会社
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業務の適正を確保するための体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい

て、2018年３月15日の取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を定める決
議をしております。その概要は、以下のとおりであります。

① 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ 取締役及び従業員がとるべき行動の規範を示した「企業行動規範」を制定し、取締役及
び従業員が法令・定款等を遵守することを徹底する。

ロ 取締役会は、取締役会規程に則り会社の業務執行を決定する。
ハ 代表取締役は、取締役会から委任された会社の業務執行の決定を行うとともに、係る決
定、取締役会決議に従い職務を執行する。

ニ 取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、取締役は会社の業務執行状況を取締役
会規程に則り取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督
する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ 取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規程並びに情報セキュリ
ティ管理規程に基づき適切に保存及び管理する。

ロ 管理部は、取締役及び監査役の閲覧請求に対して、文書の閲覧に供する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ 「リスク管理規程」を制定し、取締役会の直属機関としてリスク管理委員会を設置して
リスク管理を行う。全社的な対応はリスク管理委員会が行い、各部門所管業務に付随す
るリスク管理は担当部門が行うこととする。

ロ 各担当部門は、コンプライアンス、環境、災害、品質及び情報セキュリティに係るリス
クについて、具体的な対応方針及び対策を決定し、適切にリスク管理を実施する。

ハ 各部門の責任者は、それぞれが自部門に整備するリスクマネジメントの体制の下、担当
職務の業務内容を整理し、内在するリスクを把握、分析、評価した上で適切な対策を実
施するとともに、係るリスクマネジメント状況を監督し、定期的に見直す。

ニ 当社の経営に重大な影響を与えるリスクが発現した場合に備え、あらかじめ必要な対応
方針を整備し、発現したリスクによる損失を最小限にとどめるために必要な対応を行う。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は、経営目標・予算を策定し、代表取締役以下取締役はその達成に向けて職務を

遂行し、取締役会がその実績管理を行う。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
コンプライアンス体制及び危機管理体制は、当社を中心としてグループ全体での整備・運

用を行うこととしますが、グループ全体の業績確保のため、子会社の目標と役割分担を明確
化して業務遂行にあたります。又、子会社に対し法令順守、危機管理等の主要な内部統制項
目につき、必要に応じて内部統制システムの整備に関する助言と指導を行うものとします。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
イ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協
議の上、監査役を補助すべき使用人を指名することができる。

ロ 監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に委譲さ
れたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて会社の業務執行状況を報告及び必要な情報提

供を行う。報告及び情報提供の主なものは次のとおりとする。
イ 重要な社内会議で決議された事項
ロ 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
ハ 毎月の経営状況として重要な事項
ニ 内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項
ホ 重大な法令・定款違反
ヘ 重要な会計方針、会計基準及びその変更

⑧ 監査役に報告した者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
る体制
内部通報をした者が、内部通報をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを、

「内部通報制度規程」に定め周知するとともに、通報した者は、自身の人事評価及び懲戒等
について、その理由の調査を監査役に依頼することができる。
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⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ 監査役は代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について情報・意見交換
を行う。

ロ 監査役は必要に応じて、重要な社内会議に出席することができる。
ハ 監査役は会計監査人と定期的に会合を持ち、情報・意見交換を行うとともに、必要に応
じて会計監査人に報告を求める。

⑩ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制
イ 当社は金融商品取引法の定めに従い、健全な内部統制環境の構築、維持により、財務報
告の信頼性と適正性を確保する。

ロ 代表取締役が直轄する内部監査室が内部監査を実施し、財務報告の信頼性と適切性を損
なう危険がある行為が発見された場合には、発見された行為の内容とそれがもたらす影
響の程度等について、直ちに代表取締役に報告する。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
イ 基本的な考え方
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、断固とした態度
で対応し、一切の関係を排除すること、それらの行動を助長するような行為を行わない
ことを基本方針としている。

ロ 整備状況
反社会的勢力に対する基本方針を「反社会的勢力対策規程」に明記し、反社会的勢力と
の関係を持たず、反社会的勢力による不当な要求に応じないことを明文化している。
また、管理部を統括部門として、弁護士、警察等の社外の専門家や関係機関等と連携し
て積極的な情報の収集・管理を行いながら、不当要求等が発生した場合への解決を図る
体制を整えている。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況
① 内部統制システム全般
当社は、内部統制システムを整備・運用し、内部統制の目標を効果的に達成するため内部

監査室が年間計画に基づいて業務執行が適正かつ効率的に行われているかをモニタリング
し、改善を進めております。

② コンプライアンス体制
当社が定める「企業行動規範」の周知徹底を目的として、WEB研修の手法を用いて、社

内研修を実施し、法令並びに社内規程に対する遵守意識の向上を図っております。また、
「内部通報制度」を整備しコンプライアンスに抵触する事例を未然に防ぐ体制をとっており
ます。

③ リスク管理体制
リスク管理委員会を開催し、当社が遵守すべき法律項目の一覧、及び当社が晒されている

又は晒される可能性のあるリスクの一覧について情報共有を図っております。リスクについ
てはその影響度合いを勘案し、重要なリスクについては、対応策等の検討を図っておりま
す。また、当社の重要事項について意思決定する際には、経営会議及び取締役会において多
面的な審議を行い、損失の危険の管理を適切に行っております。

④ 監査役の監査体制
監査役は、毎月取締役会に出席するとともに監査役会を開催しております。取締役会にお

いて、重要な意思決定に関して必要に応じて意見を述べております。また、取締役及び会計
監査人と会社の重要課題やリスク等に関して定期的に意見交換を行っており、情報の共有を
図っております。
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連結株主資本等変動計算書
（自 2024年７月１日 至 2025年６月30日）

（単位：千円）
株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 為替換算

調整勘定
その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 230,145 349,264 2,071,892 △165,902 2,485,399 2,430 2,430 2,487,830

当期変動額

剰余金の配当 △107,364 △107,364 △107,364
新株の発行（新株予約権の
行使） 532 532 1,064 1,064

親会社株主に帰属する
当期純利益 423,852 423,852 423,852

自己株式の取得 △199,995 △199,995 △199,995
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △1,164 △1,164 △1,164

当期変動額合計 532 532 316,487 △199,995 117,556 △1,164 △1,164 116,392

当期末残高 230,677 349,796 2,388,380 △365,898 2,602,956 1,266 1,266 2,604,223
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連 結 注 記 表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項は以下のとおりであります。
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 Intelligent Integration Company Limited

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
Intelligent Integration Company Limitedの決算日は３月31日であり、連結計算書類

の作成にあたっては、当該連結子会社の決算日に係る計算書類を使用しております。
なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。
４．会計方針に関する事項
（１）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等 ----- 主として移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
製品・仕掛品・未着品 ------- 個別法
原材料 ------------------------------ 移動平均法
貯蔵品 ------------------------------ 最終仕入原価法
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（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 --------------- 定率法を採用しております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお
ります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３ 〜32年
機械及び装置 ３ 〜10年
車両運搬具 ３ 〜７年
工具、器具及び備品 ３ 〜10年

② 無形固定資産 --------------- 定額法を採用しております。
但し、自社利用ソフトウエアは、社内における利用可能
期間（３〜５年）に基づく定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準
① 賞与引当金 ------------------ 従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。
② 役員賞与引当金 ------------ 役員の賞与の支払に備えて、当連結会計年度における支

給見込額に基づき計上しております。
③ 製品保証引当金 ------------ 製品販売後の無償補修費用の支出に備えるため、過去の

発生実績等に基づき必要見込額を計上しております。
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（４）収益及び費用の計上基準
① HPC事業

HPC事業は、科学技術計算用コンピュータに関連するソリューションとして、HPCシ
ステムインテグレーションを実装した高性能コンピュータを販売するシステム販売の他、
システム導入後の保守、並びにHPCの計算能力をクラウドで提供するサービスの提供等
を主な事業としております。
システム販売については、検収の受領等契約上の受け渡し条件を充足することで、履

行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。システムと同時に
販売する保守については、「財又はサービスが合意された仕様に従っているという保証の
みである場合」を超える4年目以降の保守を履行義務として識別し、当該保守期間にわた
り履行義務が充足されると判断し、当該保守期間にわたり均等に収益を認識しておりま
す。システムの販売後に販売する延長保守については、延長保守期間にわたり履行義務
が充足されると判断し、当該延長保守期間にわたり均等に収益を認識しております。ク
ラウドサービスについては、顧客との契約期間にわたり履行義務が充足されると判断し、
当該契約期間にわたり契約に基づいた収益を認識しております。

② CTO事業
CTO事業は、顧客企業の注文仕様に応じた産業用コンピュータの開発、製造及び販売

を主な事業としております。これら製品の販売においては、出荷時から当該製品の支配
が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、製品の出荷時点において履
行義務が充足されると判断していることから、製品の出荷時点で収益を認識しておりま
す。

２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月

28日）等を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、連結計算書類に与える影
響はありません。
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３．会計上の見積りに関する注記
棚卸資産（原材料）の評価
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当連結会計年度

原材料及び貯蔵品 584,511
内原材料 581,664
売上原価（棚卸資産評価損） 125,250
（注）売上原価（棚卸資産評価損）は主に原材料から発生しております。

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記４．（１）③棚卸資
産の評価基準及び評価方法」に記載のとおり、原価法（収益性の低下による簿価切下げの
方法）によっております。
製品の受注見込みに基づいて一定数量の原材料調達を行うことを原則としておりますが、
急激な原材料価格の高騰や供給不足等に備えて先行して調達を行うこともあります。当該
原材料については、技術革新により陳腐化する可能性や滞留により収益性が低下する可能
性があります。これらの不確実性に対し連結貸借対照表価額を正味売却価額まで切り下げ
る方法に代えて、原材料の更新サイクルに係る仮定による社内ルールに基づき一定の保有
期間を超える場合、規則的に帳簿価額を切り下げる方法により、収益性の低下の事実を適
切に連結貸借対照表に反映しております。
市場環境が悪化して一定の保有期間を超える在庫が増加した場合には、翌連結会計年度
の連結計算書類において、追加で棚卸資産評価損を計上する可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産（帳簿価額）
建物 11,471千円
土地 14,698千円
上記資産には銀行取引に係る根抵当権を設定しておりますが、当連結会計年度末にお
いて対応する債務はございません。

（２）有形固定資産の減価償却累計額 457,456千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当連結会計年度の末日における発行済株式の数 普通株式 4,367,000株
（２）当連結会計年度の末日における自己株式の数 普通株式 217,231株
（３）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額
決議 株式の種類 配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年９月27日
定時株主総会 普通株式 107,364 25.00 2024年６月30日 2024年９月30日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年９月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 116,193 28.00 2025年６月30日 2025年９月30日

（４）当連結会計年度の末日における株式引受権に係る当該
株式会社の株式の数

普通株式 ー株

（５）当連結会計年度の末日における当社が発行している新
株予約権の目的となる株式の数

普通株式 31,500株
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６．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、必要な資金は自己資金及び借入金等で賄っており、一時的な余剰

資金は短期的な預金等に限定して運用を行っております。デリバティブは、後述する
リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。
投資有価証券は株式であり、定期的に発行体の財務状況等を把握することにより、

発行体の信用リスク低減に努めております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、全て１年以内の支払期日であり、流動性リ

スクに晒されております。
前受金は、営業上の取引による前受であり、将来売上として見込まれるものであり

ます。
借入金は、主に運転資金に係る資金の調達を目的としたものです。このうち変動金

利の借入金は金利の変動リスクに晒されておりますが、昨今の金融市場の実態を踏ま
え、借入期間内の当該リスクは限定的なものと認識しております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、主要な取引先について定期的にモニ
タリング等を行い、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
外貨建ての営業債権債務について、為替の変動リスクに対して、原則として先物

為替予約を利用してヘッジをしております。借入金について、固定金利での調達割
合を高めること等で金利の変動リスクの軽減を図っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の
管理
各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込
んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することも
あります。また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデ
リバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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（２）金融商品の時価等に関する事項
2025年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）
長期借入金（1年内返済予
定分含む） 525,682 526,127 445

負債計 525,682 526,127 445

デリバティブ取引 （2,125） （2,125） ―

（注１）「現金及び預金」「売掛金」「電子記録債権」「支払手形」「買掛金」「短期借入金」につい
ては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省
略しております。

（注２）市場価格のない株式等については、上表に含めておりません。当該金融商品の連結貸借
対照表計上額は、以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
投資有価証券 51,200

（注３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味
の債務となる項目については、( )で示しております。

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。
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時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ取引
通貨関連 ー 2,125 ー 2,125

負債計 ― 2,125 ― 2,125

時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（1年内返
済予定分含む） ー 526,127 ー 526,127

負債計 ― 526,127 ― 526,127

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
デリバティブ取引
デリバティブ取引（為替予約）の時価については、取引金融機関から提示された価格

等に基づき算定しており、当該時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定分含む）
これらの時価は、元利金の合計額と、直近に実行した借入利率の水準を基に、割引現

在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
（注２）長期借入金の決算日後の返済予定額

（単位：千円）
1年以内 1年超2年

以内
2年超3年
以内

3年超4年
以内

4年超5年
以内 5年超

長期借入金 244,432 175,000 106,250 ー ー ー
（注３）1年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。
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７．収益認識に関する注記
（１）収益の分解情報

（単位：千円）
報告セグメント

合計
HPC事業 CTO事業

一定時点で移転される財 4,451,203 2,495,643 6,946,846
一定の期間にわたり移転される財又は
サービス 117,586 ー 117,586

顧客との契約から生じる収益 4,568,789 2,495,643 7,064,432
その他の収益 ー ー ー
外部顧客への売上高 4,568,789 2,495,643 7,064,432

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記４．（４）収益及び費
用の計上基準」に記載のとおりであります。

（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,493,942
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,167,748
契約資産（期首残高） ー
契約資産（期末残高） ー
契約負債（期首残高） 248,565
契約負債（期末残高） 271,369
契約負債は、主にHPC事業の保守又は製品にかかる顧客からの前受金であり、収益認
識に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約
負債残高に含まれていた額は79,571千円であります。
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② 残存履行義務に配分した取引価格
（単位：千円）

当連結会計年度
1年以内 106,538
1年超2年以内 68,416
2年超3年以内 65,250
3年超4年以内 26,267
4年超5年以内 4,896
合計 271,369

８．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 627円56銭
（２）１株当たり当期純利益 101円59銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（自 2024年７月１日 至 2025年６月30日）

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本剰余金 資本剰余金

合計その他資本
剰余金 自己株式処分差益

当期首残高 230,145 227,145 101,000 21,119 349,264

当期変動額

剰余金の配当

新株の発行（新株予約権の行使） 532 532 532

当期純利益

自己株式の取得
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）
当期変動額合計 532 532 532

当期末残高 230,677 227,677 101,000 21,119 349,796

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金
当期首残高 2,044,465 2,044,465 △165,902 2,457,973 2,457,973

当期変動額

剰余金の配当 △107,364 △107,364 △107,364 △107,364

新株の発行（新株予約権の行使） 1,064 1,064

当期純利益 455,636 455,636 455,636 455,636

自己株式の取得 △199,995 △199,995 △199,995
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）
当期変動額合計 348,271 348,271 △199,995 149,340 149,340

当期末残高 2,392,737 2,392,737 △365,898 2,607,314 2,607,314
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式 ------------------------ 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等 ----- 主として移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
製品・仕掛品・未着品 ------- 個別法
原材料 ------------------------------ 移動平均法
貯蔵品 ------------------------------ 最終仕入原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 --------------- 定率法を採用しております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお
ります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３〜32年
機械及び装置 ３〜10年
車両運搬具 ３〜７年
工具、器具及び備品 ４〜10年

② 無形固定資産 --------------- 定額法を採用しております。
但し、自社利用ソフトウエアは、社内における利用可能
期間（３〜５年）に基づく定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準
① 賞与引当金 ------------------ 従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。
② 役員賞与引当金 ------------ 役員の賞与の支払に備えて、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しております。
③ 製品保証引当金 ------------ 製品販売後の無償補修費用の支出に備えるため、過去の

発生実績等に基づき必要見込額を計上しております。
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（４）収益及び費用の計上基準
① HPC事業

HPC事業は、科学技術計算用コンピュータに関連するソリューションとして、HPCシ
ステムインテグレーションを実装した高性能コンピュータを販売するシステム販売の他、
システム導入後の保守、並びにHPCの計算能力をクラウドで提供するサービスの提供等
を主な事業としております。
システム販売については、検収の受領等契約上の受け渡し条件を充足することで、履

行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。システムと同時に
販売する保守については、「財又はサービスが合意された仕様に従っているという保証の
みである場合」を超える4年目以降の保守を履行義務として識別し、当該保守期間にわた
り履行義務が充足されると判断し、当該保守期間にわたり均等に収益を認識しておりま
す。システムの販売後に販売する延長保守については、延長保守期間にわたり履行義務
が充足されると判断し、当該延長保守期間にわたり均等に収益を認識しております。ク
ラウドサービスについては、顧客との契約期間にわたり履行義務が充足されると判断し、
当該契約期間にわたり契約に基づいた収益を認識しております。

② CTO事業
CTO事業は、顧客企業の注文仕様に応じた産業用コンピュータの開発、製造及び販売

を主な事業としております。これら製品の販売においては、出荷時から当該製品の支配
が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、製品の出荷時点において履
行義務が充足されると判断していることから、製品の出荷時点で収益を認識しておりま
す。

２．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月

28日）等を当事業年度の期首から適用しております。なお、計算書類に与える影響はあり
ません。
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３．会計上の見積りに関する注記
棚卸資産（原材料）の評価
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

原材料及び貯蔵品 584,511
内原材料 581,664
売上原価（棚卸資産評価損） 125,250
（注）売上原価（棚卸資産評価損）は主に原材料から発生しております。

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表 ３．会計上の見積りに関する注記 棚卸資産（原材料）の評価」に同一

の内容を記載しているため、注記を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産（帳簿価額）
建物 11,471千円
土地 14,698千円
上記資産には銀行取引に係る根抵当権を設定しておりますが、当事業年度末において
対応する債務はございません。

（２）有形固定資産の減価償却累計額 456,641千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 4,367,000株
（２）当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 217,231株
（３）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額
決議 株式の種類 配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日

2024年９月27日
定時株主総会 普通株式 107,364 25.00 2024年６月30日 2024年９月30日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年９月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 116,193 28.00 2025年６月30日 2025年９月30日

（４）当事業年度の末日における株式引受権に係る当該
株式会社の株式の数

普通株式 ー株

（５）当事業年度の末日における当社が発行している新
株予約権の目的となる株式の数

普通株式 31,500株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 40,656千円
製品保証引当金 15,493千円
棚卸資産評価損 38,351千円
未払費用 9,678千円
未払事業税 9,128千円
減価償却超過額 10,647千円
前受金 1,278千円
その他 1,324千円

繰延税金資産合計 126,559千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
親会社及び法人主要株主等

種類 会社の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者と
の関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

法人
主要株主

菱洋エレクトロ
株式会社

被所有
直接7.3％
間接7.0％

原材料の仕入等 原材料の仕入 570,140 買掛金 9,633

（注１）菱洋エレクトロ株式会社が間接保有する当社株式は、退職給付信託として信託設定した
ものであり、議決権については菱洋エレクトロ株式会社が指図権を留保しております。

（注２）価格等の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、交渉により決定しております。

８．収益認識に関する注記
連結注記表「７．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略

しております。

９．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 628円30銭
（２）１株当たり当期純利益 109円21銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

2025年08月27日 16時40分 $FOLDER; 65ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）


